
証券コード 3524
平成28年７月８日

　
株 主 各 位
　

東京都港区新橋二丁目20番15－701号

日東製網株式会社
代表取締役社長 小 林 宏 明

　
第115回定時株主総会招集ご通知

　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第115回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行

使書用紙に賛否をご表示いただき、平成28年７月26日（火曜日）午後４時30分までに

到着するようにご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
　

記
１．日 時 平成28年７月27日（水曜日）午前10時
２．場 所 広島県福山市一文字町14番14号

当社福山本社会議室
(末尾の会場ご案内をご参照ください。）

３．目的事項
　 報告事項 １．第115期（平成27年５月１日から平成28年４月30日まで）事業

報告、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

２．第115期（平成27年５月１日から平成28年４月30日まで）計算
書類の内容報告の件

　 決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 株式併合の件
第３号議案 定款一部変更の件
第４号議案 取締役４名選任の件
第５号議案 監査役３名選任の件
第６号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願
い申しあげます。

◎事業報告、計算書類及び連結計算書類並びに株主総会参考書類に修正が生じた場合は、インターネッ
ト上の当社ウェブサイト（http://www.nittoseimo.co.jp）に掲載させていただきます。

[定時株主総会終了後、株主の皆様との懇談会の場を設けておりますので、お気軽にご出席いただき
ご意見などを賜りたく存じます。 ]
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（添付書類）
事 業 報 告

（平成27年５月１日から
平成28年４月30日まで）

１．企業集団の現況に関する事項

　(1) 事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、米国内の消費に支えられ北米向けの輸

出等が堅調に推移した反面、中国経済の減速により中国関連の取引は縮小し、資

源価格も低迷するなどの影響もありました。また、昨年の米国の利上げやマイナ

ス金利導入等により、為替の変動幅が大きくなり、株価等に影響がでております

が、国内企業は、概ね業績の改善が続き、設備投資や雇用環境の改善も見られ、

緩やかな回復基調で推移しました。

　当社グループ主力ユーザーの水産業界におきましては、漁獲高の減少傾向が続

く中、マグロの漁獲規制など依然として厳しい状況にありますが、マイワシやサ

バ等の一部の水産資源が復活するなど明るい兆しも見られます。また、燃油代が

下落したことで、経費削減が行われ、一部の漁船漁業ではありますが、漁業資材

等の設備投資意欲がでてきております。

　このような状況のもと、当社グループの売上高は、防虫網や獣害防止ネット等

の陸上ネットの売上高が減少しましたが、北海道地区の定置網や海外の旋網販売

が好調であったことにより、前期と比べて小幅な減少となりました。営業利益は、

新製品の高比重糸を使用した漁網の販売や原材料価格を含む経費削減の努力によ

り、漁業関連製品の粗利益率が改善し、前期と比べて増加しました。経常利益は、

為替差損が発生しましたが、業績や財務指標の改善により支払利息等が減少し、

前期と比べて増加しました。また、特別損失として固定資産売却損が発生しまし

た。

　この結果、当連結会計年度の売上高は16,504百万円（前期比0.3％減）、営業利

益は1,155百万円（前期比80.8％増）、経常利益は909百万円（前期比33.4％増）、

親会社株主に帰属する当期純利益は594百万円（前期比42.3％増）となりました。

　セグメント別の業績は次のとおりであります。

［漁業関連事業］

　売上高は13,523百万円（前期比1.1％増）となりました。主な要因は、国内では

本州地区での定置網の売上高が伸び悩みましたが、北海道地区の定置網や海外の

チリでの旋網販売が好調で、前期と比べて増加しました。利益面は、新製品の高

比重糸を使用した漁網の販売や原材料価格を含む経費削減の努力により漁網の粗

利益率が大幅に改善し、セグメント利益は1,051百万円（前期比120.6％増）とな

りました。
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［陸上関連事業］

　売上高は2,970百万円（前期比5.7％減）となりました。主な要因は、防球ネッ

ト等の施工工事の受注が好調でしたが、産業資材の防虫網や獣害防止ネット等は、

下期にかけて受注は回復したものの、上期が低調であったことが影響し、前期と

比べて減少しました。利益面は、売上高の減少が響き、セグメント利益は102百万

円（前期比36.0％減）となりました。

［その他］

　前期に引き続き、機械の部品加工等の受注が低調であったため、売上高は10百

万円（前期比56.0％減）となりました。利益面では、売上高が減少したことが影

響し、セグメント利益は０百万円（前期比70.4％減）となりました。

　(2) 設備投資の状況

　当社グループは、漁業関連事業を中心に全体で522百万円の設備投資を行いまし

た。

　漁業関連事業の設備投資として、生産性・品質の向上のために当社グループの

組網機等の改造費用に130百万円、製品の収益性向上のための押出機ラインの整備

で107百万円、事務所等改修工事で61百万円等の投資を行いました。

　

　(3) 資金調達の状況

　当社グループは当連結会計年度において、設備投資資金及び運転資金について、

金融機関からの長期借入金で1,439百万円の資金調達を行いました。

　

　(4) 対処すべき課題

　当社グループの経営は、主要営業基盤であるわが国の水産業界の動向や世界的

に増加している水産物の消費の傾向にも注視していく必要があり、漁船漁業によ

る漁獲量の確保や水産物供給における養殖業の重要性は今後益々増大するものと

考えられることから、各種の要望に対応できる体制を構築していくことが重要と

認識しております。

① 営業活動における専門性の強化

　漁業部門において、他社との競合に対応し、当社のシェアを拡大するために、

定置網、旋網、養殖網、海苔網等の各分野の専門性を重視した体制の構築を模索

し、顧客のニーズに合った提案、製商品の提供のスピード化を図ります。

　また、海外事業展開を推し進めるため、積極的に海外へ人材派遣を行い、需要

の掘り起こしと知名度の浸透を図ります。
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② 生産体制の効率化

　生産量の拡大、納期短縮等の生産体制の効率化を図るため、各工程の見直しや

改善を行い、また、在庫管理を徹底することで、顧客ニーズに合った適正在庫を

揃え、競争力強化を目指します。

③ オリジナル商材の開発・販売強化

　独自性のある付加価値の高い製商品の開発・販売を行うため、産学官と連携し、

複数の有望な共同研究開発事業を推し進め、将来的な収益力の強化を目指します。

　(5) 財産及び損益の状況の推移

区 分 (平成25年４月期) (平成26年４月期) (平成27年４月期)
当連結会計年度
(平成28年４月期)

売 上 高(百万円) 17,875 17,240 16,547 16,504

営 業 利 益(百万円) 598 884 638 1,155

経 常 利 益(百万円) 667 694 681 909

親会社株主に帰属
する当期純利益

(百万円) 304 497 417 594

１株当たり当期純利益　(円) 11.70 19.14 16.07 22.90

総 資 産(百万円) 17,223 17,283 18,780 19,277

純 資 産(百万円) 3,065 3,455 3,987 4,396

(注) １株当たり当期純利益は自己株式控除後の期中平均発行済株式総数に基づき算出しておりま
す。

　(6) 重要な子会社の状況

会 社 名 資本金
当 社 の
出資比率

主要な事業内容

多 久 製 網 株 式 会 社 35百万円 100.0％ 海苔網を主体とした当社製品の製造加工

レデス・ニットー・チリ・リミターダ
1,819

百万
チリペソ 100.0％ 無 結 節 漁 網 の 製 造 販 売

(520百万円)

株 式 会 社 泰 東 90百万円 100.0％ 陸上用網の設計、施工、加工及び販売

日 本 タ ー ニ ン グ 株 式 会 社 50百万円 39.0％ 各 種 機 械 製 造 販 売

日 東 ネ ッ ト 株 式 会 社 30百万円 100.0％ 無結節網の撚糸・仕立・防汚加工

有 限 会 社 温 泉 津 定 置 3百万円 100.0％ 定 置 網 漁 業

タイ・ニットウセイモウ・グローバル Co.,Ltd.
100

百万タイ
バーツ 100.0％ 無 結 節 ・ 有 結 節 網 の 製 造 販 売

(250百万円)

(注） 日本ターニング株式会社への出資比率は50％以下でありますが、実質的に支配しているため子
会社としたものであります。
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　(7) 主要な事業内容

　当社グループは、漁業用・陸上用無結節網及び綟網の製造・販売並びに漁労関

係省力機械器具及び他社で製造する漁業資材等の商品の仕入れ販売を主な事業と

しております。

事業内容 品 目 等

漁業関連

事 業

製 品 無結節漁網・有結節漁網・綟網・刺網・繊維ロープ

仕入商品
漁船・漁網付属品・漁労関係省力機械器具・飼料・餌料・小魚加工機・

製氷機・養殖用稚魚・水産物

そ の 他 定置網漁業等の漁場指導を含めた経営指導

陸上関連

事 業

製 品 無結節網・有結節網・防虫ネット・産業用ハウスバンド・ロープ

仕入商品 農業用資材・培土・防虫網用アルミ型枠

そ の 他 上記陸上用網に係る設計・施工・販売

そ の 他

製 品 産業用機械・搬送設備製造

そ の 他 上記に係る設計・補修・販売

　(8) 主要拠点等

営業所・事務所 札幌・網走・石巻・東京・高岡・福山・九州・紋別・釧路・

八戸・いわき

工 場 函館・福山・多久（多久製網）・高岡(日東ネット)・チリ イ

キケ (レデス・ニットー・チリ・リミターダ)・中国 浙江省

(平湖日東漁具有限公司)・タイ サムットプラカーン地区 (タ

イ・ニットウセイモウ・グローバル Co.,Ltd.)
　

　(9) 従業員の状況

セグメントの名称
従業員数
(名)

前期比増減数
(名)

漁 業 関 連 事 業 711(131) １(△６)

陸 上 関 連 事 業 105(７) ２(△３)

そ の 他 １(―) △１(―)

合 計 817(138) ２(△９)

(注) 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員数であります。
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　(10)主要な借入先

借 入 先 借入金残高

株 式 会 社 広 島 銀 行 2,608百万円

株 式 会 社 福 井 銀 行 743

株 式 会 社 北 陸 銀 行 743

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 353

株 式 会 社 百 十 四 銀 行 300

２．会社の株式に関する事項

　(1) 発行可能株式総数 64,000,000株

　(2) 発行済株式の総数 26,050,000株

　(3) 株 主 数 3,609名（前期末比△124名）

　(4) 大 株 主

株 主 名 持株数(千株) 持株比率(％)

株 式 会 社 土 屋 2,159 8.32

日 東 製 網 従 業 員 持 株 会 1,044 4.03

山 田 充 男 941 3.63

小 林 宏 明 900 3.47

日 東 製 網 取 引 先 持 株 会 786 3.03

株 式 会 社 広 島 銀 行 550 2.12

林 田 芳 太 郎 500 1.93

山 田 恵 子 452 1.74

東 レ 株 式 会 社 318 1.23

株 式 会 社 菊 谷 茂 吉 商 店 305 1.18

(注) 持株比率は、自己株式（107,227株）を控除して計算しております。

　(5) その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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３．会社役員に関する事項

　(1) 取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 小 林 宏 明
株式会社泰東代表取締役
アシードホールディングス株式会社社外取締役

代表取締役専務 山 本 節 夫 営業本部本部長

常 務 取 締 役 高 吉 良 臣 営業本部副本部長

取 締 役 三 島 浩 明 営業管理部部長

取 締 役 杉 森 和 夫 経営管理本部本部長

取 締 役 小 林 重 久 製造本部本部長

取 締 役 岡 耕 一 郎 弁護士

監 査 役 濱 田 富 雄 常勤

監 査 役 小 柴 訓 治 常勤

監 査 役 立 川 隆 造 株式会社リテック代表取締役
　

(注) 1. 取締役岡耕一郎氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
2. 常勤監査役濱田富雄及び監査役立川隆造の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査

役であります。
3. 取締役岡耕一郎及び常勤監査役濱田富雄の両氏は、東京証券取引所、名古屋証券取引所の

各規則に定める独立役員として、それぞれ各取引所に届け出ております。
4. 常勤監査役濱田富雄氏は、長年にわたり税務に携わっており、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有するものであります。
5. 当事業年度中に退任した監査役は、以下のとおりであります。

　

退任時の会社における地位 氏 名 退任日

監 査 役 岡 耕 一 郎 平成27年７月29日（辞任）

　

　(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支給人員 報酬等の額

取 締 役
(うち社外取締役)

７名
(１名)

136,603千円
(3,240千円)

監 査 役
(うち社外監査役)

４名
(３名)

14,040千円
(9,720千円)

合 計 11名 150,643千円
　

(注) 1. 支給額には、使用人兼務取締役の使用人給与相当額35,824千円を含んでおりません。
2. 報酬等の額には、役員退職慰労引当金の当期繰入額27,803千円が含まれております。
3. 監査役の支給人員及び支給額には、平成27年７月29日開催の第114回定時株主総会終結の時

をもって退任した監査役１名分（うち社外監査役１名分）が含まれております。

　

　(3) 責任限定契約の内容の概要

　当社は、当社定款及び会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役及び監

査役全員と会社法第423条第１項に定める損害賠償責任を法令が定める額に限定す

る契約を締結しております。
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　(4) 社外役員に関する事項

　 ① 社外役員の重要な兼職の状況等

氏 名 兼職先と兼職の内容

立 川 隆 造 株式会社リテック 代表取締役
　

（注）社外役員の重要な兼職先である法人と当社との間に特別な関係はありません。

　

　 ② 社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名 主な活動状況

社 外 取 締 役 岡 耕 一 郎 平成27年７月29日取締役就任以降に開催された取締役
会７回のうち７回に出席し、また、平成27年７月29日
退任までの監査役在任期間に開催された全ての取締役
会・監査役会に出席し、必要に応じ、弁護士としての
専門的見地から発言を行っております。

社 外 監 査 役 濱 田 富 雄 当事業年度開催の取締役会10回のうち10回に、監査役
会10回のうち10回に出席するとともに、必要に応じ、
主に豊富な税務の経験から財務及び会計に関して発言
を行っております。

立 川 隆 造 当事業年度開催の取締役会10回のうち10回に、監査役
会10回のうち10回に出席するとともに、必要に応じ、
主に豊富な海外取引経験から国際取引に関して発言を
行っております。

　

４．会計監査人の状況

　(1) 会計監査人の名称

　 東陽監査法人

　

　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支払額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 25百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 28百万円
　

(注) 1. 当社の重要な子会社のうち、レデス・ニットー・チリ・リミターダ及びタイ・ニットウセ
イモウ・グローバル Co.,Ltd.は、当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人（外
国におけるこれらの資格に相当する資格を有するものを含む。）の計算関係書類の監査（会
社法または金融商品取引法（これらの法律に相当する外国の法令を含む。）の規定によるも
のに限る。）を受けております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないので、当事
業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

3. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積りの算
出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬
等の額について同意の判断をいたしました。

　

　(3) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。
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　(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任、または会計

監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には、監査役会の同

意または請求により、会計監査人の解任または不再任に関する議案を株主総会に

上程する方針であります。

　

５．会社の体制及び方針

　当社は、内部統制システムに関する基本方針を以下のように定めております。

1. 当社グループ（当社及び当社子会社）の取締役及び使用人の職務の執行が法令

及び定款に適合することを確保するための体制

① 当社グループの取締役会は、法令、定款、経営理念、社内規程に従い経営に

関する重要事項を決定するとともに取締役の職務の執行を監督する。

② 当社グループは、取締役、監査役及び使用人の法令順守を目的として、コン

プライアンスに係る規程を整備し、周知と徹底を図る。

③ 法務監査委員会を設置し、コンプライアンス全般に関わる問題に対応する。

また、役職員の法令・定款違反行為については同委員会より取締役会に具体

的な処分を答申する。

④ 当社グループのコンプライアンス体制を補完する機能として、内部通報シス

テムを構築する。

　

2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 内部情報に関し、取締役会への報告事項等を整理するとともに、内部情報の

公表担当を原則として広報を担当する部門長に限定する。

② 文書管理規程を制定し、取締役会議事録等の取締役の職務の執行に係る情報

を文書または電磁的媒体に記録のうえ保存する。

　

3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 当社グループの各担当取締役が担当する業務部門における損失の危険を適切

に管理するとともに、責任者への情報の伝達を早めることにより、危険リス

クを最小化する。また、コンプライアンス、環境、災害、品質、情報管理及

び輸出入管理等に係るリスクについては、それぞれの担当部署にて、危険の

管理を行うため、マニュアルを作成し対応することとする。

② 損失の危険が顕在化して重大な損害の発生が予想される場合、速やかに関連

部署に連絡し、損害が最小となる対応策を検討し対処している。
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4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役会を定期的に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催し、当社の

重要事項については事前に社長と担当取締役において議論を行い、取締役会

にて審議のうえ、それぞれの業務の担当取締役が業務執行を行っている。

② 情報システム関連機器の利用により、電話会議等による業務の効率化、月次

会計の迅速化を図り、取締役会で定期的に結果を検証することで、効率化を

阻害する要因を排除・低減させ、目標達成の確度を高め、業務の効率化を実

現するシステムを構築する。

5. 子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

日東製網グループ規程を定め、子会社の取締役会、重要な会議、業績の状況、

その他重要な事項については、子会社の各担当取締役から、当社へ定期的な

報告を行うものとする。また、必要に応じ当社の重要な会議に招集すること

や、子会社の重要な会議に当社の担当取締役や使用人が出席することで、情

報の共有化を図る。

6. 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

① 日東製網グループ規程を整備していくことで、グループ内の業務の適正を確

保する。

② 当社及びグループ各社における内部統制の構築は、法務監査委員会を中心と

して行い、当社及び当社グループ各社間での内部統制に関する協議、情報の

共有化、指示・要請の伝達等が効率的に行われるシステムを含む体制を構築

する。

③ 反社会的勢力とは一切の関係を持たず毅然とした態度で対応する。

　

7. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項

① 監査役は、内部監査室所属の職員に監査業務に必要な事項の補助を要請する

ことができるものとする。

② 補助者の人事異動については監査役会の意見を尊重するものとする。

　

8. 監査役を補助する使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役より監査業務に必要な命令を受けた職員は、その命令に関して、取締

役よりの指揮命令を受けないものとする。
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9. 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役会への報告

に関する体制

① 取締役は、監査役会に対して、法定の事項に加え、当社及び当社グループに

重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況を必要に応じ速やかに報告す

る。報告の方法については、取締役と監査役会との協議により決定する方法

によるものとする。

② 使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項、重大な法令・定款

違反等に関する重大な事実を発見した場合は、監査役に直接報告することが

できる。

③ 当社グループは、監査役へ報告をしたことを理由として、当該報告者に不利

な取り扱いを行うことを禁止する。

10. 監査役の職務執行について生じる費用の前払または償還の手続きその他の当該

職務の執行について生じる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法に基づく費

用の前払い等の請求をしたときは、当該請求に係る費用または債務が当該監

査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用

または債務を処理する。

　

11. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査役会にて年度監査計画を定め、計画的に監査を実施する。

② 監査役会は、代表取締役、監査法人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催す

ることとする。

③ 監査役は、重要な意思決定や業務執行状況を把握するために、取締役会を始

め、本部会議等の重要な会議に出席することや、稟議書類の閲覧を必要に応

じ、適宜行うことができるものとする。
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６．内部統制体制の運用状況の概要

　業務の適正を確保するための内部統制システムの運用状況は、以下のとおりであ

ります。

　当社は、グループ会社を含めた経営の妥当性・適法性を確保するため、コンプ

ライアンス委員会等の各種委員会及び内部監査室を設置し、リスク発生の未然防

止並びにリスク管理に取り組む体制を構築しております。

　コンプライアンスに関連する部署では、法令遵守を最も重要な事項の一つとし

て業務遂行しており、当社グループ社員が取るべき行動規範を制定し、研修会の

開催を行うなどして、全社員に浸透を図っております。内部監査室は、監査役及

び監査法人と連携し、財務報告に係る内部統制が機能していることの監査・確認

を行い、全社的な内部統制の状況及び業務プロセスの適正性をモニタリングして

おります。監査等の結果は、取締役へ随時報告を行っております。

　取締役会は、社外取締役１名を含む取締役７名で構成され、社外監査役２名を

含む監査役３名が出席しております。原則月１回開催し、重要な事項の審議、経

営の意思決定及び取締役の監督を行っておりますが、必要に応じて臨時取締役会

を開催し、迅速な経営の意思決定を行っております。

　監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の

分担等に従い、取締役会やその他の重要な会議に出席し、取締役、関係者から事

業の進捗状況等のヒヤリングを行っております。あわせて、重要な決裁書類等を

閲覧するとともに、必要に応じて調査を行い、取締役等の職務執行を監査してお

ります。また、監査法人と定期的に協議を行い、連携を図ることで、監査の効率

性を高めております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年４月30日現在）

(単位 千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部)

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

長 期 営 業 債 権

破 産 更 生 債 権 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

社 債 発 行 費

13,726,519

757,562

7,409,278

3,632,851

779,078

1,028,654

93,730

325,156

△299,792

5,548,376

4,181,418

1,100,578

770,831

2,198,477

7,428

104,102

64,577

43,039

21,538

1,302,380

338,356

85,441

705,323

524,579

7,474

404,500

△763,297

2,144

2,144

(負 債 の 部)

流 動 負 債

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

長 期 未 払 金

退職給付に係る負債

役員退職慰労引当金

繰 延 税 金 負 債

そ の 他

9,001,702

3,801,533

3,881,219

177,543

217,848

923,557

5,878,550

200,000

4,710,610

98,921

560,722

142,554

158,581

7,159

負 債 合 計 14,880,253

(純資産の部)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

為替換算調整勘定

非支配株主持分

4,403,489

1,378,825

510,292

2,531,035

△16,664

△133,496

△8,373

△125,122

126,794

純 資 産 合 計 4,396,787

資 産 合 計 19,277,041 負 債 純 資 産 合 計 19,277,041
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連 結 損 益 計 算 書

（平成27年５月１日から
平成28年４月30日まで）

(単位 千円)

科 目 金 額

売 上 高 16,504,532

売 上 原 価 12,708,498

売 上 総 利 益 3,796,033

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,640,853

営 業 利 益 1,155,180

営 業 外 収 益

受 取 利 息 24,711

受 取 配 当 金 8,359

固 定 資 産 賃 貸 料 13,724

補 助 金 収 入 13,722

雑 収 入 56,766 117,284

営 業 外 費 用

支 払 利 息 135,744

手 形 売 却 損 28,417

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 35,724

為 替 差 損 120,944

雑 損 失 42,496 363,326

経 常 利 益 909,137

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 3,102 3,102

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 7,100

固 定 資 産 除 却 損 1,193

投 資 有 価 証 券 売 却 損 8

投 資 有 価 証 券 評 価 損 550 8,851

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 903,388

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 248,094

法 人 税 等 調 整 額 40,711 288,805

当 期 純 利 益 614,583

非支配株主に帰属する当期純利益 20,476

親会社株主に帰属する当期純利益 594,107
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連結株主資本等変動計算書
（平成27年５月１日から平成28年４月30日まで）

(単位 千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成27年５月１日残高 1,378,825 510,292 2,014,759 △16,541 3,887,335

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △77,830 △77,830

親会社株主に帰属する当期純利益 594,107 594,107

自己株式の取得 △122 △122

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連結会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 516,276 △122 516,153

平成28年４月30日残高 1,378,825 510,292 2,531,035 △16,664 4,403,489

その他の包括利益累計額

非 支 配
株主持分

純資産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

平成27年５月１日残高 95,723 △102,113 △6,390 106,324 3,987,269

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △77,830

親会社株主に帰属する当期純利益 594,107

自己株式の取得 △122

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額）

△104,096 △23,009 △127,105 20,469 △106,636

連結会計年度中の変動額合計 △104,096 △23,009 △127,105 20,469 409,517

平成28年４月30日残高 △8,373 △125,122 △133,496 126,794 4,396,787
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連 結 注 記 表
(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

1. 連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数 ７社

連結子会社の名称 多久製網株式会社 株式会社泰東 日東ネット株式会社 レデス・ニット

ー・チリ・リミターダ 日本ターニング株式会社 有限会社温泉津定置

タイ・ニットウセイモウ・グローバル Co.,Ltd.

　(2) 非連結子会社の名称等

平湖日東漁具有限公司 レデス・ニットー・ペルーS.A.C. 株式会社遠繊 有限会社吉田漁業部

　 連結の範囲から除いた理由

非連結子会社４社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分

に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及

ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

2. 持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法適用非連結子会社の数 １社

会社の名称 レデス・ニットー・ペルーS.A.C.

　(2) 持分法適用関連会社の数 １社

会社の名称 インダストリアル・ニットー・ポリテン・リミターダ

　(3) 持分法を適用していない非連結子会社 ３社

会社の名称 平湖日東漁具有限公司 株式会社遠繊 有限会社吉田漁業部

　 持分法の適用の範囲から除いた理由

非連結子会社３社は、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等に及ぼ

す影響は軽微であるため、持分法の適用範囲から除外しております。

　(4) 持分法を適用していない関連会社 １社

会社の名称 ネクトン有限責任事業組合

　 持分法を適用しない理由

ネクトン有限責任事業組合は、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除

外しております。

3. 連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社の決算日が連結会計年度末日と異なる会社は次のとおりであります。

会 社 名 決 算 日

多久製網株式会社 ３月31日※１

株式会社泰東 ３月31日※１

日東ネット株式会社 ３月31日※１

有限会社温泉津定置 ２月末日※１

レデス・ニットー・チリ・リミターダ 12月31日※２

タイ・ニットウセイモウ・グローバルCo.,Ltd. 　 １月31日※１

※ 1. 連結子会社の決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結会計年度末日との

間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

※ 2. １月31日現在で本決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。ただし、

連結会計年度末日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っており

ます。
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4. 会計方針に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 その他有価証券

時価のあるもの…………決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）

時価のないもの…………総平均法による原価法

　 た な 卸 資 産

製品・仕掛品……………主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）ただし、在外連結子会社は、総

平均法による原価法
商品・原材料・貯蔵品…主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）

　 デリバティブ………………時価法

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産

　 （リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は、主として定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　建物及び構築物 ７年～50年

　機械装置及び運搬具 ４年～12年

また、在外連結子会社は定額法によっております。
　 ② 無形固定資産

　 （リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能

期間（５年）に基づいております。

　 ③ リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっ

ております。

　(3) 繰延資産の処理方法

　 社債発行費

償還期間にわたり月割償却（定額法）しております。

　(4) 重要な引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金

当社及び連結子会社は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

　 ② 賞与引当金

当社及び国内連結子会社は、従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当連結会

計年度の負担額を計上しております。

　 ③ 役員退職慰労引当金

当社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を

計上しております。

　(5) 退職給付に係る会計処理の方法

当社及び主要な連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に

係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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　(6) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法 為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振

当処理を行っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象 (ヘッジ手段) (ヘッジ対象）

為替予約 外貨建金銭債権債務等

③ ヘッジ方針 外貨建金銭債権債務取引等の為替変動リスクを回避する目的で

為替予約取引を行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件は同一

であり、かつヘッジ開始以降も継続してキャッシュ・フロー変

動または相場変動を完全に相殺するものと想定できるため、ヘ

ッジの有効性の判定は省略しております。

　(7) 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(会計方針の変更)

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会

計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基

準第７号 平成25年９月13日）等を、当連結会計年度から適用し、当期純利益等の表示の変更及び少数

株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。

(表示方法の変更)

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において、「流動負債」の「その他」に含めていた「未払法人税等」は、金額的重要

性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しております。

　なお、前連結会計年度における「未払法人税等」の金額は、62,059千円であります。

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、「営業外収益」の「雑収入」に含めていた「固定資産賃貸料」、「補助金収

入」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しております。

　なお、前連結会計年度における「固定資産賃貸料」の金額は8,426千円、「補助金収入」の金額は

3,155千円であります。
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(連結貸借対照表に関する注記)

1. 有形固定資産の減価償却累計額 8,715,549 千円

2. 担保に供している資産及び担保に係る債務

　 担保に供している資産 定 期 預 金 25,000 千円

受 取 手 形 1,076,000 千円

建 物 及 び 構 築 物 337,498 千円

土 地 888,637 千円

投 資 有 価 証 券 167,507 千円

　 担保に係る債務 支払手形及び買掛金 266,920 千円

短 期 借 入 金 1,141,000 千円

長 期 借 入 金 975,333 千円

(１年内返済予定の長期借入金 209,076 千円)

3. 受取手形割引高 3,156,490 千円

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

1. 当連結会計年度末日における発行済株式数

普 通 株 式 26,050,000 株

2. 配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成27年７月29日

定時株主総会
普通株式 77 ３ 平成27年４月30日 平成27年７月30日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

平成28年７月27日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり

提案しております。

（イ） 配当金の総額 90百万円

（ロ） 配当の原資 利益剰余金

（ハ） １株当たり配当額 3.5円

（ニ） 基準日 平成28年４月30日

（ホ） 効力発生日 平成28年７月28日
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(金融商品に関する注記)

1.金融商品の状況に関する事項

　(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主に漁業用・陸上用の網の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らし

て、必要な資金(主に銀行借入、社債発行及び割賦購入)を調達しております。一時的な余資は安

全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デ

リバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針で

あります。

　(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、輸出入

の取引から生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、外貨建

ての債権債務について一部先物為替予約を利用してヘッジしております。投資有価証券は、主に

取引先企業との業務に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。また、

取引先企業等に対し短期貸付を行っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、ほぼ１年以内の支払期日であります。また、その一部

には、商品等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、恒

常的に同じ外貨建ての売掛金残高の範囲内にあります。借入金、社債及び割賦購入に伴う長期未

払金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で

10年後であります。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を

目的とした先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、

ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方法等については、前述の「会計方針に関する事項」に記載さ

れている「重要なヘッジ会計の方法」をご覧ください。

　(3) 金融商品に係るリスク管理体制

　 ① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

　当社は、債権回収マニュアルに従い、営業債権及び長期貸付金について、営業管理部が主要な

取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財

務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、

当社の規程に準じて、同様の管理を行っております。

　デリバティブ取引の利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、取引頻度の高い金融機

関とのみ取引を行っております。

　当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対

照表価額により表わされております。

　 ② 市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

　当社及び一部の連結子会社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為

替の変動リスクに対して、一部先物為替予約を利用してヘッジしております。なお、為替相場の

状況により、輸出に係る予定取引により確実に発生すると見込まれる外貨建営業債権に対する先

物為替予約を行っております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、取引先

企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　為替予約取引については、東京営業所営業２課からの為替予約申請に基づき、総務担当役員が

決定しており、取引に係る契約及び事務処理は東京営業所営業２課が担当し、その都度総務担当

役員に報告しております。なお、いずれの取引についても管理規程は設けておりません。
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　 ③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

　当社及び当社グループは、各部署からの報告に基づき経営管理本部で適時に資金繰計画を作

成・更新するとともに、受取手形の割引等により手許流動性を確保し、流動性リスクを管理して

おります。

　(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

2.金融商品の時価等に関する事項

　平成28年４月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりませ

ん。((注２)をご参照ください。)

(単位 千円)

連結貸借対照表

計上額
時価 差額

　(1) 現金及び預金 757,562 757,562 ―

　(2) 受取手形及び売掛金 7,409,278

　 貸倒引当金(※1) △299,792

7,109,485 7,109,485 ―

　(3) 投資有価証券

　 その他有価証券 286,752 286,752 ―

　(4) 長期営業債権 705,323

(5) 破産更生債権等 524,579

　 貸倒引当金(※1) △763,297

466,606 466,606 ―

資産計 8,620,407 8,620,407 ―

　(1) 支払手形及び買掛金 3,801,533 3,801,533 ―

　(2) 短期借入金 2,660,523 2,660,523 ―

　(3) 社債 200,000 197,332 △2,667

　(4) 長期借入金（１年内含む） 5,931,306 5,988,676 57,370

　(5) 長期未払金（１年内含む） 142,524 141,475 △1,049

負債計 12,735,888 12,789,541 53,652

(※１) 受取手形及び売掛金並びに長期営業債権及び破産更生債権等に対応する貸倒引当金を控除し
ております。

(注１)金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
資 産

　(1) 現金及び預金

　預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

　(2) 受取手形及び売掛金並びに(4) 長期営業債権及び(5) 破産更生債権等

　受取手形及び売掛金並びに長期営業債権及び破産更生債権等については、回収見込額等に基づ

いて貸倒引当金を算定しているため、時価は連結決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒

見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。
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　(3) 投資有価証券

　株式の時価については、取引所の価格によっております。

　

負 債

　(1) 支払手形及び買掛金、並びに(2)短期借入金

　これらは、概ね短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

　(3) 社債

　社債の時価については、元利金等の合計額を同様の新規社債の発行をした場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。

　(4) 長期借入金及び(5)長期未払金

　長期借入金のうち、変動金利によるものは、金利が一定期間ごとに更改される条件となってい

るため時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。固定金利による

長期借入金の時価は元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しております。割賦購入取引については固定金利による長期借入金の

時価の算定と同様の方法によっております。

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位 千円)

区 分 連結貸借対照表計上額

　非上場株式 51,604

　上記については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を

把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券」には含めておりません。

(注３)金銭債権の連結決算日後の償還予定額
(単位 千円)

１年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

　現金及び預金 757,562 ― ― ―

　受取手形及び売掛金 6,970,117 439,160 ― ―

合 計 7,727,680 439,160 ― ―

(注４)社債、長期借入金及び長期未払金の連結決算日後の返済予定額
(単位 千円)

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

　社債 ― 100,000 100,000 ― ― ―

　長期借入金 1,220,695 1,309,815 1,951,566 1,109,036 197,735 142,458

　長期未払金 43,602 40,617 27,633 19,694 5,506 5,470

合 計 1,264,298 1,450,432 2,079,199 1,128,730 203,241 147,928
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(賃貸等不動産に関する注記)

　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

(１株当たり情報に関する注記)

　１株当たり純資産額 164円59銭

　１株当たり当期純利益 22円90銭

(重要な後発事象に関する注記)

　該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
（平成28年４月30日現在）

(単位 千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部)

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

長 期 営 業 債 権

破 産 更 生 債 権 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

社 債 発 行 費

11,255,015

354,534

755,370

5,942,802

2,805,603

338,665

677,343

175,245

30,800

68,471

385,997

155,297

71,671

△506,788

4,578,454

2,366,508

498,390

15,835

461,351

1,742

62,076

1,308,955

18,156

49,281

3,443

32,398

13,438

2,162,665

325,833

446,370

542,970

705,323

523,402

380,884

△762,119

2,144

2,144

(負 債 の 部)
流 動 負 債 7,075,063

支 払 手 形 1,601,140

買 掛 金 1,591,732

短 期 借 入 金 1,905,000

１年内返済予定の長期借入金 1,022,631

未 払 金 100,798

未 払 法 人 税 等 170,581

未 払 費 用 131,589

前 受 金 113,651

預 り 金 22,930

前 受 収 益 8,840

賞 与 引 当 金 147,472

従 業 員 預 り 金 28,276

設備関係支払手形 92,087

保 証 債 務 77,664

そ の 他 60,665

固 定 負 債 5,040,372

社 債 200,000

長 期 借 入 金 4,169,130

長 期 未 払 金 68,157

退 職 給 付 引 当 金 413,998

役員退職慰労引当金 142,554

繰 延 税 金 負 債 42,639
そ の 他 3,892

負 債 合 計 12,115,435

（純資産の部）
株 主 資 本 3,721,801

資 本 金 1,378,825

資 本 剰 余 金 510,292

資 本 準 備 金 510,292

利 益 剰 余 金 1,849,347

利 益 準 備 金 275,625

その他利益剰余金 1,573,722

別 途 積 立 金 100,000

特別償却準備金 184,923

繰越利益剰余金 1,288,798

自 己 株 式 △16,664

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △1,621
その他有価証券評価差額金 △1,621

純 資 産 合 計 3,720,180

資 産 合 計 15,835,615 負 債 純 資 産 合 計 15,835,615
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損 益 計 算 書

（平成27年５月１日から
平成28年４月30日まで）

(単位 千円)

科 目 金 額

売 上 高 13,063,059

売 上 原 価 10,366,760

売 上 総 利 益 2,696,298

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,826,365

営 業 利 益 869,932

営 業 外 収 益

受 取 利 息 31,355

受 取 配 当 金 7,912

固 定 資 産 賃 貸 料 47,720

雑 収 入 76,876 163,865

営 業 外 費 用

支 払 利 息 110,311

手 形 売 却 損 21,512

為 替 差 損 76,173

固 定 資 産 賃 貸 費 用 54,198

雑 損 失 10,289 272,485

経 常 利 益 761,312

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 3,102 3,102

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 7,100

固 定 資 産 除 却 損 1,043

投 資 有 価 証 券 売 却 損 8

投 資 有 価 証 券 評 価 損 550 8,701

税 引 前 当 期 純 利 益 755,712

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 230,406

法 人 税 等 調 整 額 32,985 263,392

当 期 純 利 益 492,320
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株主資本等変動計算書
（平成27年５月１日から平成28年４月30日まで）

(単位 千円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金合計

平成27年５月１日残高 1,378,825 510,292 510,292

事業年度中の変動額

　剰余金の配当

特別償却準備金の積立

特別償却準備金の取崩

税率変更に伴う特別償却準備金の変動額

当期純利益

自己株式の取得

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額 (純額)

事業年度中の変動額合計 ― ― ―

平成28年４月30日残高 1,378,825 510,292 510,292

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計利 益

準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別 途

積立金
特別償却
準 備 金

繰越利益
剰 余 金

平成27年５月１日残高 275,625 100,000 123,743 935,488 1,434,857 △16,541 3,307,433

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △77,830 △77,830 △77,830

特別償却準備金の積立 84,691 △84,691 ― ―

特別償却準備金の取崩 △25,646 25,646 ― ―

税率変更に伴う特別償却準備金の変動額 2,135 △2,135 ― ―

当期純利益 492,320 492,320 492,320

自己株式の取得 △122 △122

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額 (純額)

事業年度中の変動額合計 ― ― 61,180 353,309 414,489 △122 414,367

平成28年４月30日残高 275,625 100,000 184,923 1,288,798 1,849,347 △16,664 3,721,801
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(単位 千円)

評価・換算差額等

純資産合計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成27年５月１日残高 99,761 99,761 3,407,194

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △77,830

特別償却準備金の積立 ―

特別償却準備金の取崩 ―

税率変更に伴う特別償却準備金の変動額 ―

当期純利益 492,320

自己株式の取得 △122

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額 (純額)

△101,382 △101,382 △101,382

事業年度中の変動額合計 △101,382 △101,382 312,985

平成28年４月30日残高 △1,621 △1,621 3,720,180
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個 別 注 記 表
(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

1. 資産の評価基準及び評価方法

　 有価証券

　 子会社株式及び関連会社株式 総平均法による原価法

　 その他有価証券

時価のあるもの…………事業年度末日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定)

時価のないもの…………総平均法による原価法

　 たな卸資産

製品・仕掛品……………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）

商品・原材料・貯蔵品…総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）

　 デリバティブ…………………時価法

2. 固定資産の減価償却の方法

　① 有形固定資産

　 （リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　建物 ８年～50年

　機械及び装置 ７年
　② 無形固定資産

　 （リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能

期間（５年）に基づいております。

　③ リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっ

ております。

3. 繰延資産の処理方法

　 社債発行費

　 償還期間にわたり月割償却（定額法）しております。

4. 引当金の計上基準

　① 貸倒引当金

　 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　② 賞与引当金

　 従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

　③ 退職給付引当金

　 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上して

おります。

　 なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職

給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　④ 役員退職慰労引当金

　 役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。
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5. 重要なヘッジ会計の方法

　① ヘッジ会計の方法 為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当

処理を行っております。

　② ヘッジ手段とヘッジ対象 (ヘッジ手段) (ヘッジ対象)

為替予約 外貨建金銭債権債務等

　③ ヘッジ方針 外貨建金銭債権債務取引等の為替変動リスクを回避する目的で為

替予約取引を行っております。

　④ ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件は同一で

あり、かつヘッジ開始以降も継続してキャッシュ・フロー変動ま

たは相場変動を完全に相殺するものと想定できるため、ヘッジの

有効性の判定は省略しております。

6. 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

　

(貸借対照表に関する注記)

1. 有形固定資産の減価償却累計額 6,396,466 千円

2. 関係会社に対する 短 期 金 銭 債 権 1,816,793 千円

長 期 金 銭 債 権 163,607 千円

短 期 金 銭 債 務 554,464 千円

3. 担保に供している資産及び担保に係る債務

　 担保に供している資産 受 取 手 形 1,076,000 千円

有 形 固 定 資 産 942,220 千円

投 資 有 価 証 券 167,507 千円

　 担保に係る債務 支払手形及び買掛金 266,920 千円

短 期 借 入 金 805,000 千円

長 期 借 入 金 644,680 千円

(１年内返済予定の長期借入金 131,280 千円)

4. 保証債務

　 子会社の金融機関からの借入に対する債務保証 1,108,258 千円

5. 受取手形割引高 2,905,654 千円

　

(損益計算書に関する注記)

　関係会社との取引高

　 営業収益 1,002,877 千円

　 営業費用 2,678,982 千円

　 営業取引以外の取引高 372,822 千円

　

(株主資本等変動計算書に関する注記)

　当事業年度末日における発行済株式数

普 通 株 式 26,050,000 株

　当事業年度末日における自己株式数

普 通 株 式 107,227 株

　

― 29 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年06月24日 14時35分 $FOLDER; 29ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



(税効果会計に関する注記)

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産

　 退職給付引当金 126,400 千円

　 役員退職慰労引当金 43,421 千円

　 貸倒引当金 410,166 千円

　 賞与引当金 52,493 千円

その他有価証券評価差額金 2,512 千円

　 投資有価証券評価損 3,511 千円

　 たな卸資産評価損 21,364 千円

　 その他 19,208 千円

　 繰延税金資産小計 679,077 千円

　 評価性引当額 △568,933 千円

　 繰延税金資産合計 110,144 千円

　 繰延税金負債

　 その他有価証券評価差額金 2,902 千円

　 特別償却準備金 81,409 千円

　 繰延税金負債合計 84,312 千円

　 繰延税金資産の純額 25,831 千円

　

(追加情報)

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等

の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始す

る事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、当事業年度の繰延税

金資産及び繰延税金負債の計算(ただし、平成28年５月１日以降解消されるものに限る)に使用した法定

実効税率は、前事業年度の32.06%から、回収又は支払が見込まれる期間が平成28年５月１日から平成30

年４月30日までのものは30.69%、平成30年５月１日以降のものについては30.46%にそれぞれ変更してお

ります。

　この税率変更による影響額は軽微であります。

― 30 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年06月24日 14時35分 $FOLDER; 30ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



(関連当事者との取引に関する注記)

(1) 子会社等

属性
会 社 等
の 名 称

事 業 の
内容又は
職 業

議決権の
所 有 ・
被 所 有
割合(％)

関 連
当 事 者
との関係

取引の
内 容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社

多久製網
株式会社

漁網製造
所有
(直接)

100.0

海苔網の製
造
役員の兼任

原反の仕
入等

1,268,997 買掛金 180,682

債務保証 816,653 ― ―

日東ネット
株式会社

漁網製造
所有
(直接)

100.0

漁網の仕立
役員の兼任

施設賃貸
収入等

30,710 ― ―

レデス・ニ
ットー・チ
リ・リミタ
ーダ

漁網製造
所有
(直接)

100.0

南米向け漁
網の製造
役員の兼任

原材料等
の販売

274,096 売掛金 632,671

有限会社
温泉津定置

定置網漁業
所有
(直接)

100.0

試験漁場と
して研究委
託
役員の兼任

製・商品
等の販売

7,231 売掛金 237,889

債務保証 27,170 ― ―

日本ターニ
ング株式会
社

産業用機械
製造

所有
(直接)

39.0
[61.0]

生産設備の
購入
役員の兼任

原材料等
の購入

275,912 支払手形 71,954

固定資産
の購入

235,185
設備関係
支払手形

88,376

債務保証 264,435 ― ―

タイ・ニッ
トウセイモ
ウ・グロー
バル Co.,
Ltd.

無結節・有
結節網の製
造販売

所有
(直接)

100.0

東南アジア
向け漁網等
の製造
役員の兼任

原材料等
の供給

64,284
短期貸付金 330,997

未収入金 89,720

原反の仕
入等

444,566
長期未収入金 163,607

前渡金 144,495

利息の受取 6,336 未収入金 816

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) 1. 製・商品等の販売について、価格その他の取引条件は、当社との関連を有しない他の当事

者と同様の条件によっております。
2. 資金の貸付については、市場金利を勘案して、利率を合理的に決定しております。
3. 生産設備は、原材料、人件費及び外注費等合理的な見積額に基づいて取引を行っておりま

す。
4. 上記の取引金額には消費税等含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
5. 債務保証は、金融機関取引に関するものであります。保証料は収受しておりません。
6. 議決権所有割合の[外書]は緊密な者等の所有割合であります。
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(2) 役員及び個人主要株主等

種類
会 社 等
の 名 称

事 業 の
内容又は
職 業

議決権の
所 有 ・
被 所 有
割合(％)

関 連
当 事 者
との関係

取引の
内 容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社

有限会社
志摩定置

定置網漁業
所有
(間接)

13.3

製・商品等
の販売

製・商品等
の販売

5,170
受取手形

売掛金

207,700

67,563

有限会社
福浦定置網

定置網漁業 なし
製・商品等
の販売

製・商品等
の販売

34,378 売掛金 278,083

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) 1. 製・商品等の販売について、価格その他の取引条件は、当社との関連を有しない他の当事

者と同様の条件によっております。
2. 上記の取引金額には消費税等含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

(１株当たり情報に関する注記)

　１株当たり純資産額 143円40銭

　１株当たり当期純利益 18円98銭

(重要な後発事象に関する注記)

　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成28年６月９日

日東製網株式会社

取 締 役 会 御中
　

　東 陽 監 査 法 人
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 野 邊 義 郎 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 久 貝 陽 生 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 安 田 宏 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日東製網株式会社の平成27年５月１日か
ら平成28年４月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、日東製網株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成28年６月９日

日東製網株式会社

取 締 役 会 御中
　

　東 陽 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 野 邊 義 郎 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 久 貝 陽 生 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 安 田 宏 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日東製網株式会社の平成27年５月
１日から平成28年４月30日までの第115期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成27年５月１日から平成28年４月30日までの第115期事業年度の取締役の職務

の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以

下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。

　(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に

従い、取締役、内部監査室、その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境

の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所

において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締

役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受

けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第

100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基

づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築

及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし

ました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する

とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体

制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」(平成17年

10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求

めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等

変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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2. 監査の結果

　(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの

と認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統

制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事

項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 平成28年６月17日

日東製網株式会社 監査役会

常勤監査役(社外監査役) 濱 田 富 雄 ㊞

常勤監査役 小 柴 訓 治 ㊞

社外監査役 立 川 隆 造 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

　第１号議案　剰余金の処分の件

　 期末配当に関する事項

　当社は企業体質の強化を図りつつ、利益の状況に応じた安定的な配当を継続

して行うことを基本方針としております。

　当期の期末配当金につきましては、業績の動向、財務体質などを総合的に勘

案し、１株につき３円50銭とさせていただきたいと存じます。

（１）配当財産の種類

　 金銭

（２）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　 当社普通株式１株につき金３円50銭 総額 90,799,706円

（３）剰余金の配当が効力を生じる日

　 平成28年７月28日
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　第２号議案　株式併合の件

１．株式併合の理由

　全国証券取引所では「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、国内上

場会社の普通株式の売買単位を、100株に統一することを目指しており、その移

行期限は平成30年10月までとされています。

　当社は、上場企業として、この趣旨を尊重し、当社株式の売買単位を、現在

の1,000株から100株に変更することとし、あわせて、当社株式につき証券取引

所が望ましいとしている投資単位の水準（５万円以上 50万円未満）を維持する

ことを目的として、株式併合（10株を１株に統合）を実施するものであります。

２．併合する株式の種類及び割合

　当社普通株式につきまして、10株を１株に併合いたしたいと存じます。

　なお、株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法の定

めに基づき、一括して処分し、その代金を端数の生じた株主様に対して、端数

の割合に応じて分配いたします。

３．株式併合の効力発生日

　平成28年11月１日

４．効力発生日における発行可能株式総数

　6,400,000株

５．その他

　本議案に係る株式併合は、第３号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承

認可決されることを条件といたします。なお、その他手続上の必要事項につき

ましては、取締役会にご一任願いたいと存じます。

（注） 株式併合により、発行済株式総数が10分の１に減少することとなりますが、

純資産等は変動しませんので、１株当たりの純資産額は10倍となり、株式市況

の変動など他の要因を除けば、当社株式の資産価値に変動はありません。
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　第３号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

　第２号議案「株式併合の件」が原案どおり承認可決されることを条件として、

併合比率に応じて発行可能株式総数を減少させるために定款第５条を変更する

とともに、単元株式数を1,000株から100株に変更するために定款第６条を変更

するものであります。なお、本定款の一部変更の効力は、株式併合の効力発生

日である平成28年11月１日に生ずるものとする旨の附則を設け、効力発生日経

過後は、これを定款から削除することといたします。

２．変更の内容

　変更の内容は、次のとおりであります。

　（下線は変更部分を示します。）

現 行 定 款 変 更 案

（発行可能株式総数）

第５条 当会社の発行可能株式総数は

64,000,000株とする。

（発行可能株式総数）

第５条 当会社の発行可能株式総数は

6,400,000株とする。

（単元株式数）

第６条 当会社の単元株式数は、1,000

株とする。

（単元株式数）

第６条 当会社の単元株式数は、100株

とする。

（附則） （附則）

（新設） 第２条 第５条および第６条の変更の効

力発生日は、平成28年11月１日と

する。なお、本附則は同日の経過

後自動的に削除されるものとす

る。
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　第４号議案　取締役４名選任の件

　取締役２名は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、

経営体制の一層の強化を図るため２名を増員し、取締役４名の選任をお願いいた

したいと存じます。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社の株式数

１
杉　森　和　夫
すぎ もり かず お

(昭和27年７月20日生)

昭和51年４月

33千株

株式会社北陸銀行入行

平成９年６月

同行米松支店長

平成15年１月

同行融資第一部上席融資役

平成15年11月

当社入社

平成16年11月

当社経営企画室長就任

平成21年６月

当社経営管理本部本部長就任（現任）

平成24年７月

当社取締役就任（現任）

２
小
こ

　林
ばやし

　重　久
しげ ひさ

(昭和37年10月19日生)

昭和60年４月

13千株

当社入社

平成19年５月

当社函館工場副工場長就任

平成20年11月

当社福山工場副工場長就任

平成22年５月

当社製造本部副本部長就任

平成24年７月

当社取締役就任（現任）

当社製造本部本部長（現任）兼福山工場

長就任
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社の株式数

３

　※

西　郷　清　彦
さい ごう きよ ひこ

(昭和32年１月29日生)

昭和56年４月

18千株

泰東製綱株式会社入社

平成17年４月

当社入社

平成19年５月

当社東京営業所営業第２部部長就任

平成23年11月

レデス・ニットー・チリ・リミターダ

総支配人就任（現任）
平成28年５月

当社営業本部第４事業部長就任（現任）

４

　※

北　方　浩　樹
きた がた こう き

(昭和36年７月26日生)

昭和60年４月

―千株

株式会社広島銀行入行

平成25年10月

同行向洋支店長

平成28年４月

当社経営管理本部副本部長兼総務部長就

任（現任）

(注) １．※印は新任の取締役候補者であります。
２．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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　第５号議案　監査役３名選任の件

　監査役３名は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、

監査役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社の株式数

１
小　柴　訓　治
こ しば くん じ

(昭和18年９月29日生)

昭和41年４月

97千株

愛媛大学工学部技官

昭和44年４月

当社入社

平成５年８月

当社福山工場長就任

平成11年７月

当社取締役就任

平成13年８月

当社常務取締役就任

当社製造本部本部長就任

平成21年７月

当社代表取締役専務就任

平成24年７月

当社監査役就任（現任）

２
立　川
たち かわ

　隆
りゅう

　造
ぞう

(昭和14年１月15日生)

昭和37年４月

10千株

木下産商株式会社（現三井物産株式会社）

入社

平成５年３月

株式会社ジャパンリサイクルアンドリサ

ーチセンター専務理事

平成８年６月

株式会社リテック代表取締役(現任）

平成16年７月

当社監査役就任(現任）

３

　※

佐　藤　卓　己
さ とう たく み

(昭和28年６月28日生)

昭和51年４月

30千株

丸紅株式会社入社

昭和59年７月

株式会社サンエス入社

昭和62年６月

同社代表取締役専務就任

平成15年６月

同社代表取締役社長就任（現任）
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(注) １．※印は新任の監査役候補者であります。
２．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
３．立川隆造及び佐藤卓己の両氏は社外監査役候補者であります。
４．立川隆造氏は、総合商社での勤務経験が永く、主に海外部門の指導及び監査を期待してお

ります。企業経営に関する知識と経験も豊富なことから社外監査役に適任であると判断し、
選任をお願いするものであります。
なお、立川隆造氏の当社社外監査役就任期間は、本総会終結の時をもって12年となります。

５．立川隆造氏は、金融商品取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、選任され
た場合は、独立役員として届け出る予定であります。

６．佐藤卓己氏は、株式会社サンエスの代表取締役社長であり、企業経営者としての豊富な経
験と幅広い知見を有しており、当社の経営全般の監視及び監査を適切に果たしていただけ
るものと判断し、社外監査役として選任をお願いするものであります。

７．当社は、小柴訓治氏及び立川隆造氏との間で当社定款及び会社法第427条第１項の規定に基
づき、同法第423条第１項に定める損害賠償責任を法令が定める額に限定する契約を締結し
ております。両氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続する予定であります。

８．佐藤卓己氏が監査役に選任された場合、当社は同氏との間で、当社定款及び会社法第427条
第１項の規定に基づき、同法第423条第１項に定める損害賠償責任を法令が定める額に限定
する契約を締結する予定であります。

　

　第６号議案　退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

　本総会終結の時をもって任期満了となり、監査役を退任される濱田富雄氏に対

し、在任期間の労に報いるため、当社内規に従い、相当額の範囲内で退職慰労金

を贈呈したいと存じます。その具体的な金額、贈呈の時期、方法等の決定は監査

役の協議によることにご一任願いたいと存じます。

　退任監査役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

濱　田　富　雄
はま だ とみ お

平成13年２月

当社仮監査役就任

平成13年７月

当社監査役就任

現在に至る

以 上
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福山駅

広島銀行
福山営業本部

広島県福山東警察署

至井原 至東城

国道

313号線

国道
182号線 東福山駅

広島銀行
福山手城支店

国道２号線

セブン
イレブン

バ
ラ
公
園

福山医療センター

入江大橋

三菱
ふそう

J
F
E
ス
チ
ー
ル
西
日
本
製
鉄
所

福
山
港

山陽
染工

日
東
製
網
㈱

　

福
山
本
社

福山
コロナワールド

Ｎ

　
　

曙
支
店　

し
ま
な
み
信
用
金
庫

福山城 天満屋
イトーヨーカ堂

ローソン

緑町
公園

至曙六丁目

一文字
停留所

公
　
園

公
　
　
園

正門

福山
コロナワールド

三菱ふそう

昭和陸運

日東製網㈱
福山本社

福山駅南出口

天満屋

案内所

交番
⑨

中国バスのりば

タクシーのりば

株主総会会場ご案内

　

●会 場：広島県福山市一文字町14番14号
　当社福山本社会議室
　電話 084(953)1234

●もより下車駅：福山駅（山陽新幹線）

福山駅南口前中国バス９番乗り場よりバラ公園経由
曙循環線に乗車(20分)一文字停留所下車 徒歩２分

福 山 駅 ８:35 ９:10発
↓ ↓ ↓

一文字停留所 ８:52 ９:26着

一文字停留所 11:21発
↓ ↓

福 山 駅 11:38着
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